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1.1. 経緯経緯 （１）（１） 19951995年ノーベル化学賞年ノーベル化学賞

2

モントリオール議定書は科学技術と政策が連携して
成功した地球環境に関する国際条約の好例である



1.1. 経緯経緯 （２）（２） オゾンホールの確認オゾンホールの確認
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19841984 南極昭和基地において日本の気象南極昭和基地において日本の気象
研究所の忠鉢繁博士が研究所の忠鉢繁博士が19821982年に初めて年に初めて
オゾンホールを観測したことを報告オゾンホールを観測したことを報告

19851985 南極ハレー湾の英国基地において南極ハレー湾の英国基地において
ファーマン博士もオゾンホールの出現をファーマン博士もオゾンホールの出現を
確認確認

２００７年のオゾンホール２００７年のオゾンホール
前年比やや減少傾向前年比やや減少傾向



UNEPUNEP予測シナリオ予測シナリオ 4
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＊成層圏においてオゾン層を破壊する物質（塩素、臭素）を塩素濃度に換算した値

未対策の場合
議定書発効時（１９８７）
ロンドン改正時（１９９０）
コペンハーゲン改正時（１９９２）
ウィーン調整時（１９９５）
モントリオール調整時（１９９７）

1.1. 経緯経緯 （３）（３） 規制の変遷規制の変遷



from UNEP 2007 Report 5
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1.1. 経緯経緯 （４）（４） 成果成果



19901990年年
~7.5~7.5 兆トン兆トン
（化石燃料由来
CO２２ の約33%）
20002000年年
~2.5~2.5 兆トン兆トン
(化石燃料由来
CO２２ の約10%）

1.1. 経緯経緯 （５）（５） 温暖化防止への貢献温暖化防止への貢献

CFC全廃はオゾン層保護への貢献と同時に地球温暖
化防止への貢献がきわめて大きいことが判る。 6

ODP GWP
CFC-12 1.0 8,100
HCFC-22 0.06 1,500
HFC-134a 0 1,380
PFC-14 0 6,500
SF6 0 23,900
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段階的削減
を導入

全廃を１０年
前倒し

途上国での
生産の急増

途上国の途上国のHCFCHCFC前倒し規制前倒し規制

7経済産業省パンフレットより

1.1. 経緯経緯 （６）（６） モントリオール調整モントリオール調整



 傾向としては安定化傾向としては安定化

 変動幅は大きい変動幅は大きい

 最も楽観的な予測で最も楽観的な予測で
は２１世紀半ばは２１世紀半ば

（（20462046年頃）に回復年頃）に回復

 １９１９MOPMOP（２００７）にお（２００７）にお
けるけるSAPSAP報告によると報告によると
回復は２０６５年頃ま回復は２０６５年頃ま
で遅延の見込みで遅延の見込み
（（HCFCHCFC排出量の増加排出量の増加
および気候変動のオおよび気候変動のオ
ゾン層への影響の不ゾン層への影響の不
確定性を考慮）確定性を考慮）
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1.1. 経緯経緯 （７）（７） オゾン層回復予測オゾン層回復予測

IPCC/TEAP SROC (2005)
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1.1. 規制の柔軟性（漸進主義）規制の柔軟性（漸進主義）
－－Amendment, AdjustmentAmendment, Adjustment, Exemptions, Exemptions

2.2. アセスメントパネルの設置（自立的機能）アセスメントパネルの設置（自立的機能）
－－Synthesis Report, Progress Report, Task ForceSynthesis Report, Progress Report, Task Force

ReportReport

3.3. 多国籍基金制度の創設（基金執行委員会）多国籍基金制度の創設（基金執行委員会）
－－33年毎の年毎のReplenishmentReplenishment （（TEAPTEAPへ検討を要請）へ検討を要請）

4.4. 発展途上国（発展途上国（A5A5国）に対する猶予期間の設定国）に対する猶予期間の設定

5.5. 遵守（遵守（Compliance)Compliance)システムの構築システムの構築

2.2. 成功の要因成功の要因



モントリオール議定書の強化モントリオール議定書の強化
-- 段階的展開段階的展開 --

 一段階ずつ前回よりオゾン層の保護を強化しつつ、全
ての締約国が実利的な合意に達する仕組みを構築

 当初は緩やかな全廃計画で合意し、科学的知見を背景
により厳しい規制への移行を実現
–– １９８７１９８７ モントリオール議定書（モントリオール議定書（20002000年に年にCFCCFC５０％カット）５０％カット）

–– １９９０１９９０ ロンドン改正（ロンドン改正（20002000年で年でCFCCFC全廃、全廃、MLFMLFの導入）の導入）

–– １９９２１９９２ コペンハーゲン改正（コペンハーゲン改正（19951995年末で先進国年末で先進国CFCCFC全廃）全廃）

–– １９９５１９９５ ウィーン調整（ウィーン調整（20202020年に先進国の年に先進国のHCFCHCFC全廃）全廃）

–– １９９７１９９７ モントリオール調整（モントリオール調整（20052005年で先進国メチブロ全廃）年で先進国メチブロ全廃）

–– １９９９１９９９ 北京改正（北京改正（HCFCHCFCの製造および貿易規制）の製造および貿易規制）

–– ２００７２００７ モントリオール調整（モントリオール調整（HCFCHCFCの全廃前倒し）の全廃前倒し）
10



オゾン層保護オゾン層保護のの国際的な国際的な組織・枠組み組織・枠組み

ｳｲｰﾝ条約

MOP

SAP TEAP

科学 技術・経済

締約国会合

(1985)

（1987)

EEAP

環境影響

ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書

FTOC(発泡)

MBTOC(臭化ﾒﾁﾙ)

CTOC(化学)

RTOC(冷媒)

ｵｿﾞﾝ事務局(ﾅｲﾛﾋﾞ)

OEWG(公開作業部会)

EXCOM(基金執行委員会)

多数国間基金事務局
(ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ）

UNDP
(国連開発計画) UNIDO

(国連工業開発機関)

WB
(世銀)

MTOC(MDI)

HTOC(ﾊﾛﾝ)

UNEP
(国連環境計画)
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 １９１ヶ国が批准
 ３つのアセスメントパネル

のうちTEAPと６つのTOCが
実質上の推進機関

 TEAP/TOCは毎年進捗レポー
トを作成・公表

 SAP/EEAP/TEAPは４年に
１回合同レポートを作成・公表

http://ozone.unep.org/teap/index.shtml

CCTOCTOC ：不可欠用途等化学品全般：不可欠用途等化学品全般
FTOCFTOC ：： 発泡剤関連発泡剤関連
HTOCHTOC ：消火剤関連：消火剤関連
MTOCMTOC ：定量噴霧吸入喘息薬：定量噴霧吸入喘息薬
MBTOCMBTOC :: 検疫・土壌燻蒸剤関連検疫・土壌燻蒸剤関連
RTOCRTOC :: 各種冷媒用途関連各種冷媒用途関連



UNEP/TEAPUNEP/TEAP Champions AwardChampions Award
(2007.9.19 in Montreal, Canada)(2007.9.19 in Montreal, Canada)

TEAP has been one of theTEAP has been one of the
key pillars of the Protocol.key pillars of the Protocol.

In recognition of extraordinary service to the PartiesIn recognition of extraordinary service to the Parties
and the global effort to the ozone layerand the global effort to the ozone layer



3.3. モントリオール議定書モントリオール議定書 今後の課題（１）今後の課題（１）
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先進国の課題先進国の課題：：（１）既に全廃した用途に対する不可欠用途申請
・吸入喘息薬用・吸入喘息薬用CFCCFC--113113
・農作物・検疫用メチルブロマイド・農作物・検疫用メチルブロマイド

（２）途上国への代替技術移転（多数国基金の活用など）

途上国の課題途上国の課題：：（１）猶予期間の終了したODS全廃スケジュールの遵守
（２）HCFC前倒し規制へのタイムリーな対応

全体課題：全体課題：（１）ODSの不法貿易の防止
（２）議定書に定められた例外用途申請への対応

・プロセス・エージェント（四塩化炭素の化学反応への利用等）・プロセス・エージェント（四塩化炭素の化学反応への利用等）
・実験室・分析試薬等への少量使用・実験室・分析試薬等への少量使用

（３）代替品として提案される新規化学物質の調査
・・nn--プロピルブロマイド等プロピルブロマイド等

（４）HFC等の温室効果を有する代替フロンの取り扱い
（５）ODSの回収と破壊への取組み
（６）オゾン層の回復と気候変動の影響に関する研究の促進
（７）モントリオール議定書の経験と教訓の京都議定書への活用
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3.3. モントリオール議定書モントリオール議定書 今後の課題（２）今後の課題（２）

 CFC、HCFC 及び HFCの排出のかなりの部分はバン
クに由来している
 バンクからの排出防止に関する規制はないバンクからの排出防止に関する規制はない
 CFCCFCのバンク量は減少傾向にあるが、のバンク量は減少傾向にあるが、HFCHFC、、HCFCHCFCのバンク量は顕著にのバンク量は顕著に
増大する傾向にある増大する傾向にある

 ２０１５年に向けて、ODS/GHGの排出削減は以下の
対策努力により達成可能である。
 フロン類の封じ込め技術の改良フロン類の封じ込め技術の改良 （装置への充填量の削減、漏洩量の（装置への充填量の削減、漏洩量の

低減など）低減など）

 フロン類の回収、再利用および破壊フロン類の回収、再利用および破壊

 非フロン系、非フロン系、GWPGWPが小さいあるいはゼロに近が小さいあるいはゼロに近いい代替物質の採用代替物質の採用

 将来技術の導入将来技術の導入

IPCC/TEAP Special Report on Ozone and Climate
-Issues related to HFCs and PFCs - (2005)



ODS/GHGODS/GHGの削減の削減見通し見通し

排出量排出量 20022002 20152015 20152015
(Gt(Gt COCO22 eq/yr)eq/yr) BAUBAU MITMIT

CFC/HCFC/HFC 2.5CFC/HCFC/HFC 2.5 2.22.2 1.21.2

CFC/HCFC 2.1 1.2 0.7

CFC 1.6 0.3 0.2

HCFC 0.5 0.9 0.5

HFC 0.4 1.2 0.5

14低低GWPGWP HFCHFCの開発と実用化により更なる削減の可能性が期待されているの開発と実用化により更なる削減の可能性が期待されている
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1.1. 議論より今すぐ行動を！議論より今すぐ行動を！
•• 予防原則に基づく産業界の自主的行動が政府間交渉を促し、議定書の予防原則に基づく産業界の自主的行動が政府間交渉を促し、議定書の

柔軟な修正につながる柔軟な修正につながる

2.2. 共有できる技術評価システムの構築が急務共有できる技術評価システムの構築が急務

3.3. 多国籍企業、国内有力企業のリーダーシップを奨励多国籍企業、国内有力企業のリーダーシップを奨励
•• 多くの多国籍企業が既に有している多くの多国籍企業が既に有しているGHGGHG削減の努力と実績を関連する削減の努力と実績を関連する

途上国に導入することにより、先進技術の普及を促進できる途上国に導入することにより、先進技術の普及を促進できる

4.4. 全ての関係者を明示し、国内・国際的な連携を図る全ての関係者を明示し、国内・国際的な連携を図る
•• 気候変動条約のステークホルダーの多くは活発に議論はしているが、気候変動条約のステークホルダーの多くは活発に議論はしているが、

夫々の立場での行動と指導性に欠けている夫々の立場での行動と指導性に欠けている

4.4. 京都議定書への教訓京都議定書への教訓 （１）（１）

The Montreal Protocol – Celebrating 20 Years of Environmental Progress
Chapter 10 (by M. Sarma and S. Andersen), Cameron May 2007
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5.5. 現状認識の共有化現状認識の共有化
•• UNEP/DTIEUNEP/DTIEが発行する“が発行する“OzonActionOzonAction””のような広報誌が有効のような広報誌が有効

6.6. 途上国における国内計画の整備と目標の設定途上国における国内計画の整備と目標の設定
•• UNFCCCUNFCCCは京都議定書の枠組みを越えて、先行企業やは京都議定書の枠組みを越えて、先行企業やNGONGOの自主的の自主的

な行動のエネルギーを活用すべきであるな行動のエネルギーを活用すべきである

7.7. 技術移転の手段としての基金援助システムの導入技術移転の手段としての基金援助システムの導入
•• 京都議定書では新たな基金システムを検討中ではあるが、京都議定書では新たな基金システムを検討中ではあるが、MLFMLFに比しに比し

て活用されていない。て活用されていない。GEFGEFを中心としてを中心としてMLFMLFのような仕組みを導入するのような仕組みを導入する
のが望ましいのが望ましい

8.8. 活動の中心およびネットワークの構築活動の中心およびネットワークの構築
•• 特に途上国はこの仕組みを採用することにより、先進国の経験・知識・援特に途上国はこの仕組みを採用することにより、先進国の経験・知識・援

助を活用できる助を活用できる

4.4. 京都議定書への教訓京都議定書への教訓 （２）（２）

The Montreal Protocol – Celebrating 20 Years of Environmental Progress
Chapter 10 (by M. Sarma and S. Andersen), Cameron May 2007
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9.9. 育成・訓練プログラムの開発と実施育成・訓練プログラムの開発と実施
•• モントリオール条約やバーゼル条約で実績のあるモントリオール条約やバーゼル条約で実績のあるUNEPUNEPの“の“GreenGreen

Customs InitiativeCustoms Initiative””の活用が有効の活用が有効

10.10. 技術移転促進のための規制と政策の整備技術移転促進のための規制と政策の整備
•• ブラジル・インド・中国で既に取り組んでいる気候変動の緩和策を超えてブラジル・インド・中国で既に取り組んでいる気候変動の緩和策を超えて

恩恵に預かる技術政策の普及が有効恩恵に預かる技術政策の普及が有効

11.11. 障害となる法制度の廃止とガバナンス制度の改良障害となる法制度の廃止とガバナンス制度の改良
•• UNFCCCUNFCCC、京都議定書、、京都議定書、GEFGEFが協力して各国の国内政策の実施に必要が協力して各国の国内政策の実施に必要

なガバナンス制度の改良を急ぐべきであるなガバナンス制度の改良を急ぐべきである

12.12. 代替技術導入促進のための公的調達制度の活用代替技術導入促進のための公的調達制度の活用
•• 政府及び軍関係の組織はオゾン層保護においても温暖化防止において政府及び軍関係の組織はオゾン層保護においても温暖化防止において

も多くの用途で民間に先駆けて実効的な対策を講じることができるも多くの用途で民間に先駆けて実効的な対策を講じることができる

4.4. 京都議定書への教訓京都議定書への教訓 （３）（３）

The Montreal Protocol – Celebrating 20 Years of Environmental Progress
Chapter 10 (by M. Sarma and S. Andersen), Cameron May 2007



 ３つのアセスメントパネルの効果的な活動３つのアセスメントパネルの効果的な活動
– SAP, EEAP及びTEAP/TOCの報告に基づいて締約国会合で規制の

強化、例外使用の承認等を合意
– TEAP/TOCにおける産業界の専門家の存在が特徴的であり、科学

雑誌に掲載されない最新の技術情報が公平な立場で提供される
（IPCC組織との顕著な相違点）

– 締約国からの要請も含めて、必要な科学技術情報は各国政策担当
者の査読編集なしに、決められたタイミングで締約国会合に報告さ
れる。締約国はパネルの報告に賛否は表明できるが、改定はでき
ない。

 気候変動条約への反映気候変動条約への反映
–– TEAP/TOCTEAP/TOC型の専門家委員会（セクター別）の設置し、型の専門家委員会（セクター別）の設置し、SBSTASBSTAで合で合

意されたセクター別の情報を意されたセクター別の情報をMOPMOPで毎年報告させるで毎年報告させる
–– IPCCIPCCは現行通り５年ごとに科学的知見・緩和対策を報告するが、は現行通り５年ごとに科学的知見・緩和対策を報告するが、

政策担当者による事前の徹底的な修正・編集を廃止することにより、政策担当者による事前の徹底的な修正・編集を廃止することにより、
IPCCIPCCの定例報告は、より信頼性が高く、有用に活用可能であろうの定例報告は、より信頼性が高く、有用に活用可能であろう

教訓教訓 ２．技術評価システムの構築２．技術評価システムの構築
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HFCHFCに関するに関するIPCC/TEAPIPCC/TEAPの連携（の連携（20032003--2005)2005)

MOP

締約国会合

ｵｿﾞﾝ事務局(ﾅｲﾛﾋﾞ)

TEAP

技術・経済

F-TOC(発泡)

MB-TOC(臭化ﾒﾁﾙ)

C-TOC(化学)

R-TOC(冷媒)

M-TOC(MDI)

Ｈ-TOC(ﾊﾛﾝ)

UNEP
(国連環境計画) 気候気候変動変動 （地球温暖化防止）

国連気候変動枠組条約

COP

SBSTA

科学上、技術上の助言
に関する補助機関

締約国会議

（1992）

IPCC

気候変動政府間
ﾊﾟﾈﾙ

京都議定書

（1997）

WG1 WG2 WG3

18
INTERGOVERNMNENTAL PANEL ON CLIMATE CHANGE
TECHNOLOGY AND ECONOMIC ASSESSMENT PANEL

連 携

 第８回気候変動枠組条約第８回気候変動枠組条約

（（UNFCCC)UNFCCC)締約国会議締約国会議

（（COP 8, 2002COP 8, 2002))でで
IPCC/TEAPIPCC/TEAPへへHFCHFC特別特別

報告書の作成要請を決定報告書の作成要請を決定
 １６１６MOPMOP((ローマローマ,, ２００２）２００２）

ででTEAPTEAPの受託を決定の受託を決定

 ２００３年４月までに２００３年４月までに

約約140140名名の執筆者を確定の執筆者を確定

 ２００３年８月２００３年８月~~ ２００５年４月２００５年４月

計５回の執筆者会合を経て計５回の執筆者会合を経て

SPMSPM((1414頁）頁）

TSTS((7272頁）頁）

本文（約４８０頁）本文（約４８０頁）
を完成を完成



モントリオールの成功とその教訓モントリオールの成功とその教訓

 モントリオールは単純、京都は複雑？モントリオールは単純、京都は複雑？
–– 数千の製品を扱う２４０の産業分野で９６の数千の製品を扱う２４０の産業分野で９６のODSODSの使用を議の使用を議
定書のスケジュールより前倒しに全廃定書のスケジュールより前倒しに全廃

 京都議定書実行の困難を主張する議論はかっ京都議定書実行の困難を主張する議論はかっ
てモントリオールが辿った道と極似しているてモントリオールが辿った道と極似している

 モントリオール議定書成功の要因モントリオール議定書成功の要因
–– 関連する組織のリーダーシップ（各国の活動中心）関連する組織のリーダーシップ（各国の活動中心）
–– 途上国への経済援助の仕組み途上国への経済援助の仕組み
–– TEAPTEAPに代表される明確な技術評価のプロセスに代表される明確な技術評価のプロセス
–– 法律や自主的な規制を伴う技術移転の壁の克服法律や自主的な規制を伴う技術移転の壁の克服
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ご清聴有難うございましたご清聴有難うございました


